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特定施設県産品選定要領 

 

（趣旨） 

第１条 公益財団法人福島県観光物産交流協会（以下「協会」という。）が福島県から受託し運営

する福島県観光物産館、日本橋ふくしま館（以下「特定施設」という。）において取扱う県

産品の公平・公正な選定を行うため、「「県産品」振興基本方針」（平成２５年８月策定）

に基づきこの要領を定める。 

 

（選定委員会） 

第２条 特定施設において取扱う県産品（以下「県産品」という。）の公平、公正な選定を行うため、

別に定める「特定施設県産品選定委員会設置要綱」に基づき、県産品選定委員会（以下「委員

会」という。）を設置する。 

２ 委員会においては、本要領第４条に基づき、特定施設において取扱うことのできる商品を

選定する。 

 

（特定施設での取扱い） 

第３条 前条により選定された県産品についての特定施設での取扱いについては、各特定施設の条

件等を考慮し、「特定施設で取り扱う県産品の施設長の判断基準」に基づき各特定施設の館

長が決定する。 

  ２ 特定施設の長とは、福島県観光物産館、日本橋ふくしま館ともにそれぞれの館長とする。 

 

（選定基準） 

第４条 県産品は、以下の基準により選定することを基本とする。 

（１） 加工食品及び非食品については、原則として生産物賠償責任保険等に加入している事業者

の商品であり、次のいずれかに該当していること。 

（イ） 商品の主要な原材料が福島県内産であり、商品の製造又は加工の最終段階を県内事業者 

が行っていること。 

   （ロ） 商品の主要な原材料が福島県外産であり、商品の製造又は加工の最終段階を県内事業者 

    が行っていること。 

（ハ） 商品の主要な原材料が福島県内産であって、県外の事業者等により製造された場合は、

商品の販売を県内事業者が行っていること。 

（ニ） 上記に掲げる以外の商品であっても、本県のイメージアップや認知度の向上に相当程 

   度寄与するものと判断できるものについては、特例的に「県産品」として取扱うことが

できるものとする。なお、東日本大震災及び原子力発電所災害の影響により、県外へ移

転した事業所等については「県内事業者」として扱うものとする。 

（２）農林水産物については、福島県内で生産、収穫されたもので、福島県農林水産部が実施し 

ている「農産物を対象とした緊急時環境放射線モニタリング」において、出荷等制限品目 

に該当しないものであること。 

（３）材料（原料、素材）は適切なものを使用していること。 

 （４）季節商品を除き、継続して通常の需要に応じられる程度の生産力を有すること。 
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 （５）食品表示法等各種法令等に定められた表示義務等に対応していること。 

 （６）食品衛生法、食品表示法、不当景品類及び不当表示防止法、計量法等その他関係法令に定め 

る規定に違反していないこと。 

 

（県産品の取扱申請） 

第５条 事業者が、自己の商品について特定施設での取扱いを希望する場合は、別に定める「県産

品申請等要項」（以下「申請等要項」という。）に基づき福島県観光物産館（以下「事務局」

という。）へ申請するものとする。 

 

（選定の手続） 

第６条 前条の申請を受けた場合の選定手続きは以下の手順により行うものとする。 

（１） 取扱いの申請を受けた県産品については、事務局が書類の確認を行うとともに、申請商品 

サンプル又は、必要に応じて製造現場を訪問すること等により申請商品の確認を行う。 

（２）事務局は、前号の結果を踏まえ、県産品の選定の可否に関して、委員会に提案する。 

（３）事務局は、委員会において、申請品目サンプルを提供するなど、審査に必要な情報を提示 

するものとする。 

 （４）事務局は、選定結果について、申請等要項に基づき通知する。 

２ 前項の手続きを経て選定された県産品については、各特定施設での取扱い状況について、 

委員会に適宜報告するものとする。 

 

（事務局） 

第７条 県産品選定についての業務は、事務局において行う。 

 

（その他） 

第８条 この要領に定めのない事項又は、疑義が生じたときは関係者と協議のうえ理事長が定め

る。 

 

   附 則 

     この要領は、平成２５年８月２７日から施行する。 

   附 則 

     この要領は、平成２６年２月２５日から施行する。 

   附 則 

     この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

     この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

     この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附 則 

     この要領は、令和３年２月１２日から施行する。 


